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研究要旨 

【方法】2011 年 4 月から 2013 年 5 月までに北海道医療大学院を受診し、痙攣性発声障害

と診断された 42 例（内転型 37，外転型 4，混合型 1）について、疫学的検討を行った。 

【結果】30 歳代までの若年発症例が半数以上を占め、発症から半年以内の発症初期に受

診した例が 3 割であった。患者の大半は、接客業やテレフォンオペレーターなど頻繁に声

を使う職業に従事していた。 

【考察と結論】痙攣性発声障害の病態を解明するためには、就業環境や情動の影響が症状

を修飾しうる可能性、ならびに本疾患が声門閉鎖／開大の調節障害による「音声」の障害

にとどまらず、呼吸や韻律調節を含めた「発話」の障害を引き起こす可能性を念頭に置い

た多面的な評価が必要である。 

 
 
A．研究目的 

痙攣性発声障害は、近年広く知られるよう

になり、外来を訪れる患者数が増加している。

本疾患はその特徴的な音声症状から診断は比

較的容易とされるものの、施設ごとの診断基

準や評価法が必ずしも統一されているとは言

えず、疫学的実態は完全に解明されていると

は言えず、治療効果の判定についても標準化

されたものはない。そこで、単一施設におい

て、直近 2 年間で痙攣性発声障害と診断され

た症例について、初診時から治療経過までを

含めた縦断的検討を行った。 

 

B．研究方法 

 対象：2011 年 4 月から 2013 年 5 月までに

北海道医療大学病院音声言語外来を受診し、

痙攣性発声障害と診断された 42 例を対象と

した。診断は音声専門外来を担当する専門医

と言語聴覚士の合議によって行われ、場合に

よっては数カ月の観察期間をおいて慎重に行

われた。 内訳は、内転型 37 例(男性 9 名 女

性 28 名)、外転型 4 例（すべて女性）、混合

型 1 例（女性）であった。 

 調査項目：初診時年齢、職業、主訴、病悩

期間。 

 

C．結果 

1. 初診時年齢・職業（図 1,2）：初診時年齢

は、20 代で最も多く、30 代までの若年例が

半数以上を占めた。 また、職業については、

9 割近くの患者が声を頻繁に使用する環境に

あった。その内訳は、レジ業務を含めた接客



業が半数近くにのぼり、テレフォンオペレー

ターなど電話業務を主とする者も多く含まれ

ていた。 

 

 

2. 主訴（図 3）：「出ない」との訴えが最も

多く、内転型の音声特徴である「ふるえる」

「つまる」「途切れる」の訴えは、外転型や

混合型では見られなかった。

 
 

3. 病悩期間（図 4）：初診までの病悩期間は、

音声症状の自覚から 1 年以上経過する例が半

数以上を占めた。一方、発症後、半年以内に

受診したものが 13 例にのぼった。発症後早

期に受診したこれらの症例については、機能

性音声障害との鑑別が必要であるため、少な

くとも 3 ヵ月間の追跡ののち、症状の完成固

定を確認して診断を確定している。 

 
 

D．考察 

 痙攣性発声障害は、内喉頭筋を中心とする

発声関連筋が発声協調を逸脱した非合目的的

緊張を反復することによって起こる発声の障

害である。本疾患の症状は近年局所性ジスト

ニアとして説明されることが多いが、運動制

御系のどこに障害があるのかは特定されてい

ない。また、声の詰まり、震え、途切れなど

を発話において反復するという特徴的な音声

症状から、診断は比較的容易とされるものの、

疾患の本態について神経病理学的な解明が不

完全であり、確定的な診断基準がないため、

機能性音声障害や音声振戦症などとの鑑別診

断が困難であることも多い。 

 本研究は、単一の医療施設において、専門

外来を担当する音声専門医と言語聴覚士の合

議によって診断された痙攣性音声障害症例 42

例の疫学を調査したものである。 

 患者の年齢性別分布については、20-30 歳

代の女性に多い疾患であるとの過去の報告に



一致した。加えて、本疾患を発症する患者の

職業がレジ業務、テレホンオペレーターなど、

発声を業として行っているものに多いことが

示された。統計としては示していないが、臨

床上ではこれらの患者について業務場面で症

状が増悪するとの訴えをしばしば経験する。

これはジストニアの特徴である動作特異性・

場面特異性に一致すると推察される。患者は

業務場面と日常場面の症状変動から、心因や

詐病を疑われて苦悩し、場合によっては心療

内科等で長期の治療を施される場合もあるこ

とに留意が必要と考える。 

 痙攣性発声障害患者の主訴は、つまり、ふ

るえ、途切れなどが代表的なものとされる。

本研究においてもこれら代表的な訴えは多く

みられた。一方、最も多かったのは「声が出

ない」という訴えであった。その他に含まれ

るものについては、分類が難しい多様な訴え

が含まれている。患者の自覚症については本

疾患が声門閉鎖／開大の調節障害による「音

声」の障害にとどまらず、呼吸や韻律調節を

含めた「発話」の障害を引き起こす可能性を

念頭においたさらに詳細な調査が必要と考え

る。 

 初診までの病悩期間では、音声症状の自覚

から 1 年以上の症例が多数を占めた。特に 5

年以上にわたるものが 12 例あり、これらの

多くは病悩期間において適切な診断や治療方

法を示されずにきたものである。一方、発症

後半年以内という非常に早い時期に音声専門

外来を受診する症例が 13 例に上っている。

これは、臨床家のみならず、患者の自助グル

ープ等がインターネットなどを通じて、本疾

患に関する啓発活動を積極的に行った成果で

はないかと考えられ、本疾患に関する情報が

徐々に普及していることを伺わせる。 

 

E．結論 

 痙攣性発声障害は、その特徴的な音声症状

から、診断は比較的容易とされるものの、疾

患の本態について神経病理学的な解明が不完

全であり、確定的な診断基準がないため、機

能性音声障害や音声振戦症などとの鑑別診断

が困難であることも多い。この事情は、本疾

患の疫学的把握の遅れにつながり、近年多施

設で行われるようになってきた内喉頭筋への

ボツリヌムトキシン注射や音声外科手術など

の効果判定を困難にしている。本疾患の病態

を解明するためには、就業環境や情動の影響

が症状を修飾しうる可能性、ならびに本疾患

が声門閉鎖／開大の調節障害による「音声」

の障害にとどまらず、呼吸や韻律調節を含め

た「発話」の障害を引き起こす可能性を念頭

に置き、多角的な視点からの評価を、大規模

かつ統制された方法で行うことが必要であ

る。 
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